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福島第一の除染・廃炉の現状と課題



圧力容器温度や格納容器温度をはじめとした、プラントパラメーターは24時間、常に監視を継続

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全

第一
福島第一

安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

566体

ブローアウトパネル（閉止完了）

615体

1535 /1535

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

392体

１．福島第一原子力発電所の現状 ①
（1～4号機の状態）
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圧力抑制室
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燃料取り出し用カバー

燃料取り出しが完了

2014年12月22日

※

1

• すべての号機が引き続き冷温停止状態にある。

• 1号機の原子炉注水量の低減（4.5→3.0m3/h）を実施(2016年12月～2017年1月)、温度変動は想定範囲内
で推移。2号機（3月）、3号機（2月）も低減する予定。

2017年1月25日 11:00 時点の値

圧力容器
底部温度

格納容器内
温度

燃料プール
温度

原子炉
注水量

１号機 約１４℃ 約１６℃ 約１８℃ 約３．０㎥/時

２号機 約１８℃ 約１８℃ 約１９℃ 約４．５㎥/時

３号機 約１７℃ 約１７℃ 約１９℃ 約４．４㎥/時

４号機 燃料が無いため
監視不要

燃料が無いため
監視不要 約１３℃ －
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●：Cs-134
×：Cs-137

●：Cs-134
×：Cs-137

●：Cs-134
×：Cs-137

●：Cs-134
×：Cs-137

海側遮水壁

《参考》告示濃度（周辺監視区域外
の水中の濃度限度）

・セシウム137：90Bq/L
・セシウム134：60Bq/L

Bq/l 海側遮水壁閉合作業完了
(15/10/26)

５．６号機放水口北側（港湾外）

Bq/l

物揚場前（港湾内）

南放水口付近（港湾外）

１～４号機取水口内南側(港湾内遮水壁前)

海側遮水壁閉合作業完了
(15/10/26)事故後と比較して、約1,000,000分の1～100,000分の1に

低下した。

港外の濃度は、規制限度を大幅に下回る。

１．福島第一原子力発電所の現状 ②
（海洋のモニタリング）

• 放射性物質濃度は事故後、徐々に低下
• 濃度レベルは、海側遮水壁の閉合後、さらに低下

2



線量率のリアルタイムデータを表示するシステムを導入

構内（86箇所）に設置した線量モニターのデータをディ
スプレイに表示し、作業員に見やすい場所に設置。ダス
トモニターのデータも表示が可能

１．福島第一原子力発電所の現状 ③
（サンプリング、モニタリングポスト位置図）

サンプリング、ダストモニター、モニタリングポスト位置図
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線量計モニターの設置

MP-1

MP-5

MP-2

MP-3
MP-4

MP-6

MP-7

MP-
8

N

1号機 2号機 3号機 4号機

3

オペフロ上の
ダストモニター

ダストモニター

モニタリングポスト
海域での
サンプリングポイント



１．福島第一原子力発電所の現状 ④
（敷地内線量の低減）

2015年12月

89 ％
2015年度目標

100 ％77 ％
2014年度

40 ％
2013年度

5μSv/時を確認した
エリア

線量の低減

一般服

フルフェイス
マスク

ハーフフェイ
スマスク

各ゾーンの防護装備
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R zone［アノラック・フルフェイスマスクエリア］
Y zone［カバーオールエリア］
G zone［一般服エリア］

4

G zoneの装備

G zoneの作業員



• 作業員の被ばく線量管理を確実に実施するとともに、長期にわたる要員の確保に取り組む。
• また、現場のニーズを把握しながら継続的な労働環境の改善にも取り組んでいく。

大型休憩所

11月の作業人数（協力企業作業員及び東電社員）は 平日１日あたり

5,960人

11月時点における地元雇用率（協力企業作業員及び東電社員）は約

55％

約1,200名が利用できる構内大型休憩所を2015年5月より
運用開始

→ 2016年3月1日、大型休憩所内にコンビニエンスストア
（ローソン）開店

東電社員用の新事務棟を協力企業の事務棟として改修
（2017年2月）

福島給食センターの設立（2015年3月）

• 温かい食事の提供

• 雇用の創出

• 福島県産食材の風評被害の払拭

２．作業員の安全と労働環境の改善

作業員数の推移 作業環境の改善

月別個人被ばく線量の推移
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40年にわたる廃炉作業を着実に進めるため、地元企業を

はじめとする協力企業の方々に長期的に働いていただけ

る環境が重要

物理的な環境整備に加え、長期にわたり安定的な雇用が

確保できるよう、現在、福島第一の発注の約9割で随意契

約を適用

長期的な要員確保により、より計画的な要員配置や人材

育成も可能となる

2012年以降の各月における平日1日あたり作業人数（実数値）の変化

長期にわたる安定的な雇用確保
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３．地震・津波対策の進捗 ①
（福島第一原子力発電所リスク源に関する状況および低減対策）

7

プール燃料・燃料デブリは、時間の経過とともに崩壊熱が低下。
地震・津波などのハザードに対して、建屋内滞留水が流出する等のリスクを低減する対策
を進めていく。
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３．地震・津波対策の進捗 ②
（地震/津波対策に関する状況および今後の方針）

8

安全上重要な施設について、段階的に地震津波によるリスク低減対策を実施。
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４．福島第一原子力発電所のリスク源の特性

9

燃料デブリおよびプール燃料は、崩壊熱の低下により、放射性物質が環境中
に放出されるリスクが低減。



#1T/B

#1R/B

#2T/B

#2R/B

#3T/B

#3R/B

#4T/B

#4R/B

Ｎ

Ice Wall（landside line）

Ice Wall（seaside line）
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5-1．汚染水対策 ①
（陸側遮水壁）

• 3月31日、海側ラインの全部と山側ラインの一部で凍結が開始された。
• 6月6日、凍結エリアは山側ラインの95%に拡大された。
• 温度低下が遅れている場所では、補助工法を実施している。
• 地下温度は、10月末までに凍結が必要な範囲全体で0℃未満に低下した。
• 山側からの地下水流入量の抑制のため、未凍結箇所の一部（７箇所中２箇所）の

凍結を12/3に開始。

未凍結箇所

凍結中２箇所の温度変化状況

凍結中（２箇所）

凍土壁（海側）

凍土壁（山側）

凍結開始 凍結開始
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5-1．汚染水対策 ②
（サブドレン他水処理施設の強化）

• サブドレン強化として、以下の対策を実施する。

① 地下水ドレンの水質改善 ⇒ 地下水ドレン前処理装置の設置

② 系統容量増加 ⇒ 集水タンクの増設、一時貯水タンクの増設、浄化設備の２系列化

③ 系統内付着物への対策 ⇒ 配管等清掃による付着物の撤去、付着物成分の事前除去、共有配管の単独化

(④追加対策) サブドレンくみ上げ能力の向上 ⇒ 新設ピットの増強、既設ピット復旧、移送配管の二重化

海側遮水壁

集水タンク

①地下水ドレン前処理
装置の設置

②集水タンクの増設

一時貯水タンク

②一時貯水タンク
の増設

浄化装置

1号機 2号機 3号機 4号機

（④追加対策）
サブドレンくみ上げ能力の向上
（新設ピット増強、既設ピット復旧、中継タンク～移送配管の二重化）

③系統内付着物
への対策

③-2付着物成分
の事前除去

③-3共有配管の
単独化

③-1配管等清掃
による付着物の撤去

②浄化設備
の2系列化

地下水ドレン

提供：日本スペースイメージング(株)、©DigitalGlobe
浄化装置
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5-2．使用済燃料プールからの燃料取出し ①
（3号機原子炉建屋オペレーティング・フロアでの作業）

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 12

・オペレーティング・フロアおよび使用済燃料プールの大型瓦礫撤去が2015年完了
・2016年6月に除染作業が完了し、2016年12月に遮へいが完了

2013年3月
2015年8月

除染および遮へい
大型瓦礫撤去前

2016年12月

【今後の主な作業】

①遮へい体設置（完了） ②カバーおよび
燃料取扱機の設置

③燃料取り出しの実施

使用済み燃料プールからの
最大の瓦礫の取り出し

遮へい体設置前後の
最大平面線量率

平均32.55mSv/時

0 0.1 0.5 1 5 10 50 100 mSv/h500

平均1.65 mSv/時（95%減）

B
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
13’
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5-2．使用済燃料プールからの燃料取出し ②
（3号機燃料取り出し用カバー等設置工事）
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2017年1月5日から燃料取り出し用カバー等設置の準備作業に着手

2014年 2015年
2016年 2017年

1～6 7 8 9 1～3 4～6

除染

Ⅰ 遮へい体設置

Ⅱ 移送容器支持架台設置

Ⅲ～ 燃料取り出し用カバー等設置

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ～：P2の作業ステップ番号を示す

他作業との干渉および線量測定の追加等により工程が変更する可能性がある。

：線量測定

全遮へい体設置完了後の線量測定

10 11 12

ストッパ設置等

FHMガーダ等設置等

今後のスケジュール

クレーン 燃料取扱機

燃料

燃料取り出し用カバー

使用済燃料プール

3号機原子炉建屋

3号機燃料取り出し作業イメージ

構内用輸送容器

燃料取り出し用カバーの設置
（イメージ）

雨水対策
（雨養生）

燃料取扱機

クレーン

燃料取り出し用
カバー



5-2．使用済燃料プールからの燃料取出し ③
（1号機でのカバー撤去作業）
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1号機の燃料取り出し作業開始に向け準備を進めている

【今後の主な作業】

①パネルの撤去
（完了）

②瓦礫の
撤去 ③除染 ④遮へい ⑤カバーおよび

燃料取扱機の
設置

オペレーティング・フロアの状態（2011年） 現状（撤去）

北西側
（2011年6月）

南東側
（2011年6月）

パネルの撤去

（2016年11月）

西側

南側

撤去完了

（2016年11月）



5-3．燃料デブリ取出し

（ロボットを使用した2号機原子炉格納容器（PCV）の調査）
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ＰＣＶ

ＲＰＶ

炉心

燃料デブリ
があると
推定される
場所

X-6ペネ

 

X-6ペネ

CRD交換用
レール

ペデスタル
開口部

ＲＰＶ

ＣＲＤ

ＰＣＶ

ペデスタル

ロボット
※IRIDおよび東芝提供

燃料取り出しを準備するにあたり、原子炉格納容器内部の燃料デブリ位置などの状況を調
査するため、2号機原子炉内部の調査が予定されている。

ロボットをペデスタルに投入するため、X-6ペネおよびCRD交換用レールが使用される。
原子炉建屋1階は中・高所部にあるダクトの線量率が高いことを確認したことから、ダク
トの線量低減等を実施し、12/24にX-6ペネの穴あけ作業が完了。ガイドパイプによるペ
デスタル内事前調査を行った後、自走式調査装置をPCV内へ走行させ，内部調査を行う。

照明付きのヘッドカメ
ラは、角度調節および
パン撮影機能を備える
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5-4．廃棄物に関する取り組み ①
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想定される工事で発生する
瓦礫等の物量

固体廃棄物貯蔵庫

0

10万

20万

30万

40万

50万

60万

70万

80万

90万 m3

雑固体焼却設備

運用開始

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

焼却・減容設備

1～30mSv/h
（覆土式等）解消

伐採木

伐採木保管の解消

使用済保護衣等保管
の解消

0.005mSv/h未満の
瓦礫類は素材別に再利用・
再使用方策を検討

覆土式3槽受入

覆土式4槽受入

0

10万

20万

30万

40万

50万

60万

70万

80万

90万 m3

対
策
後
の
保
管
状
況

既存棟 ▽9棟竣工
▽10～13棟（総量 約14万m3） 順次竣工

増設焼却設備

運用開始※

減容処理設備

運用開始

伐採木・瓦礫類中の
可燃物等を焼却

使用済保護衣等を
焼却 定常的に発生する

可燃物を焼却

金属・ｺﾝｸﾘｰﾄを
減容

0.1～1mSv/h
シート養生の解消

汚染土

使用済保護衣等

1～30mSv/h
(覆土式等)

0.005mSv/h未満
(屋外集積)

0.005～0.1mSv/h
（屋外集積）

0.1～1mSv/h
(ｼｰﾄ養生)

伐採木

汚染土

使用済保護衣等

1～30mSv/h
(覆土式等)

0.1～1mSv/h
(ｼｰﾄ養生)

1号上部瓦礫（約6千m3）
2号上部瓦礫（約6千m3） 伐採木（約63千m3），使用済保護衣等（約2千m3）※，その他工事（約383千m3）

汚染土
一時保管開始 0.005～0.1mSv/h

屋外集積の解消

汚染土の
処理策検討

0
10万

20万 m3

▽大型保管庫運用開始

吸着塔
保管施設等

現
状
の
ま
ま
の
保
管
状
況

一
時
保
管
施
設

一
時
保
管
施
設

吸着塔
保管施設等

吸
着
塔
等
の
保
管
状
況

3号瓦礫（既発生約16千m3）

年度

水処理二次廃棄物の
処理方策検討

対
策
前

対
策
後

大型保管庫

※焼却炉前処理設備も同時に運用開始

0.005mSv/h未満
(屋外集積)

0.005～0.1mSv/h
（屋外集積）

・現在建設中の雑固体焼却設備は、稼働するものとして発生量を予測（※）
・原子炉／タービン建屋やタンクを含む水処理設備等は、存置されているものとして発生量の予測には含めていない
・燃料デブリ取り出し時の瓦礫等発生量は、２年後を目途に決定される号機ごとの燃料デブリ取り出し方針を踏まえて検討

発生量実績
（2015年7月）

約29万m3

発生予測
（～2028年3月）

約46万m3
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5-4．廃棄物に関する取り組み ②
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固体廃棄物に関する取組み

雑固体廃棄物焼却設備の運用開始
運用開始：平成28年3月18日から
処理実績：使用済保護衣 882ｔ

廃棄物関連設備・施設の事前了解
事前了解：平成28年12月21日
了解対象：増設雑固体廃棄物焼却設備

焼却炉前処理設備
減容処理設備（金属・コンクリート）
固体廃棄物貯蔵庫（10棟～）
汚染土一時保管施設
大型廃棄物保管庫

設備および施設設置イメージ図

焼却炉前
処理設備

増設雑固体
廃棄物焼却
設備

増設固体廃棄
物貯蔵庫
第10～13棟

減容施設
設備

雑固体廃棄
物焼却設備

大型廃棄物
保管庫

5号機
6号機汚染土一時

保管施設

雑固体廃棄物焼却設備建屋 焼却設備全体（Ａ系）
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12/4，1号機使用済燃料プール（以下、SFP）1次系FPCポンプ軸受冷却ラインのベント弁（全閉）にパト
ロール中の当直員が誤って接触したため，当該弁が微開状態となった。これにより，1～３号機共通設備の
２次系系統圧力が警報値まで徐々に低下し，共通設備を手動停止した。
12/5，３号機復水貯蔵タンク(以下、CST)原子炉注水設備の計器点検作業中に，協力企業作業員が運転中の
注水ポンプ(B)の操作スイッチカバーに左腕付近の防護服を引っ掛け，操作スイッチを停止側に動作させた。
これにより，３号機の原子炉注水が停止した。
冷却設備等の重要な安全確保設備については、重要機能の停止を起こさないよう、設備面、管理・運用面に
おいて再発防止対策を講ずる。特に設備面についてはヒューマンエラーが発生したとしても、重要機能の停
止に至らないための物理的防護対策等を確実に実施する。

パトロール中の当直員が誤ってベント弁に接触
したことにより、当該弁が微開状態となった。
その後、当該弁より徐々に系統圧力が抜けてし
まい、結果として２次系共通設備のポンプ停止
に至った。

12/4 使用済燃料プール冷却共通設備停止

12/5 原子炉注水設備停止
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